
第168回定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち法令および定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

●事業報告
「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要」

●連結計算書類
「連結注記表」

●計算書類
「個別注記表」

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

川西倉庫株式会社

上記事項につきましては、法令および当社定款第13条第２項の規定
に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面
（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
イ．業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

１．当社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
コンプライアンス規程をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規程を役職員が法令・定
款および社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。また、その徹底を図るため、
コンプライアンス委員会においてコンプライアンスの取組みを横断的に統括することとし、同
委員会事務局を中心に役職員研修等を行う。監査室は同委員会事務局と連携の上、コンプライ
アンスの状況について内部監査を実施する。これら活動は定期的にコンプライアンス委員会、
取締役会および監査等委員会に報告されるものとする。法令上疑義のある行為等について職員
等が直接情報提供等を行う手段としてホットラインを設置・運営する。
当社は、反社会的勢力による不当要求に対し、組織全体として毅然とした態度で対応し、反社
会的勢力とは取引関係その他一切の関係を持たないものとする。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
「文書取扱規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書に記録し、適切に保存・管理す
る。取締役は、「文書取扱規程」により、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理規程に従いリスクカテゴリー毎の責任部署を定め、リスク管理体制を明確化する。
監査室が各部署毎のリスク管理の状況について内部監査を実施する。社長を委員長とするリス
ク管理委員会を設置し、内部監査の結果を適時報告を受け、全社的リスク管理の進捗状況のレ
ビューを実施する。この結果は取締役会に報告する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。
（１）当社の社内規程である「職制規程」「職務権限表」「稟議規程」に基づき効率化を図る。
（２）取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく部支店毎の業績目標と予算

の設定とＩＴを活用した月次、四半期業績管理を実施する。
（３）営業会議および取締役会による月次業績のレビューと改善策を実施する。
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５．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社の「関係会社管理規程」によりグループ各社の各管轄部署を定めるとともに、以下の体制
を整備する。
（１）当社の役職員の子会社への役員派遣等によりガバナンスを確立する。
（２）一定の経営上の重要事項に関する当社からの承認取得のための手続きを行う。
（３）定期的な業務執行状況・財務状況等の報告の聴取を行う。
（４）必要がある場合は当社の監査室、コンプライアンス委員会事務局およびリスク管理委員

会事務局によるグループ各社の監査を行う。
（５）危機発生時における当社への連絡・当社による指示を行う。
（６）不祥事等の防止のための役職員教育や研修等に係る体制を整備する。

６．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人に関する事項および当該使用人の取締役（監査等
委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項ならびに当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
監査室または総務部は監査等委員会との協議により監査等委員会の要望した事項の内部監査を
実施し、その結果を監査等委員会に報告する。
監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた職員は、その命令に関して、取締役の指揮命
令を受けない。

７．監査等委員会への報告に関する体制
取締役（監査等委員である取締役を除く。）または使用人は、監査等委員会に対して、法定の事
項に加え、当社および当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプ
ライアンス・ホットラインによる通報状況およびその内容を適時に報告する体制を整備する。
報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査等委員会との協議
により決定する方法による。

８．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制
監査等委員会に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないこと
を確保する体制を整備する。

９．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費
用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、
当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または
債務を処理する。
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10．その他、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査室と監査等委員会は、適宜情報交換を行うとともに、連携して監査を行う。
監査等委員会に対して、必要に応じて当社の顧問弁護士および顧問税理士に監査業務に関する
助言を受ける機会を保障する。
監査等委員会と取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査法人との意見交換会を定期的
に開催するものとする。
社長が決済する稟議書は、常勤の監査等委員に供覧する。

11．財務報告の適正性を確保するための体制
当社および当社グループの財務報告の適正性を確保するため、内部統制委員会を設置し財務報
告に係る必要かつ適切な内部統制システムを整備し、運用する。

ロ．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、上記基本方針にあげた体制を整備しておりますほか、その基本方針に基づき以下の具

体的な取組みを行っております。

１．コンプライアンスに対する取組み
コンプライアンス意識の徹底を図るべくコンプライアンスの活動報告を定期的に行うととも

に、１年に一度全社でコンプライアンスマニュアルの勉強会を行い、相談窓口の確認等教育を
実施しております。
監査室ではコンプライアンスを監査の重点項目とし、法令・社内規程などの順守状況の監査

に加え、会社の社会的責任の観点から業務対応が適切になされているかについても確認してい
ます。

２．リスク管理に対する取組み
リスク管理への取組みの状況としては、各部支店ごとに「重要なリスクとコントロール一覧

表」を作成し各部支店のリスクの洗い出しを行い１年に一度その見直しをしました。
また、各課所毎に「リスク管理計画表」を作成し年度毎にその進捗の報告を受けました。
監査室は、監査の際、リスク管理計画の立案と実施状況をリスク管理計画書で確認しました。

３．財務報告の適正性を確保するための取組み
「財務報告に係る内部統制管理規程」の定めに基づき、内部統制システムの整備・運用評価を
行い、内部統制が有効に機能していることを検証し、内部統制評価報告書を提出しました。
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連 結 注 記 表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
連結子会社の数 8社
連結子会社の名称 川西ファインサービス㈱、川西港運㈱、㈱メイサク、㈱マルカ陸

運、KAWANISHI LOGISTICS (S) PTE. LTD.、THAI
KAWANISHI LIMITED、PT KAWANISHI WAREHOUSE
INDONESIA、KAWANISHI LOGISTICS (AMERICAS) INC.

（２）持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない関連会社（１社）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合
う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として
も重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、下記の会社を除いて連結決算日と一致しております。
在外連結子会社の事業年度の末日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日
現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必
要な調整を行っております。

（４）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
デリバティブ 時価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く） 定額法
無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づいております。
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リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を

採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上し
ております。

役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく当社取締役（監査等委員である取締
役、社外取締役を除く。）及び執行役員への当社株式の給付に
備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額
に基づき計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する、主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
「国内物流事業」は、倉庫業を中心とした貨物の保管・荷役業務、港湾運送業務及び貨物運送取扱業務を
国内において行っております。
「国際物流事業」は、国際複合一貫輸送業務（NVOCC）を中心とした海外輸送業務、海外との輸出入貨
物取扱業務及び海外での倉庫業務を行っております。

（貨物の保管・荷役業務）
主な履行義務は寄託を受けた貨物の倉庫における保管及び入出庫荷役を行うことであり、保管では寄託貨

物の保管又は保管区画の供与開始以降一定の保管期日到来時点、入出庫荷役では個々の荷役作業完了時点で
履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
（港湾運送業務）
主な履行義務は港湾において沿岸荷役・船内荷役等を行うことであり、荷役作業完了時点で履行義務が充

足されると判断し、収益を認識しております。
（貨物運送取扱業務）
主な履行義務は貨物自動車等による運送、利用運送を行うことであり、貨物の出荷又は引取以降運送を実

施した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
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（国際運送取扱事業）
主な履行義務は海運貨物取扱いを含む国際間の物品運送を取扱うことであり、海運貨物取扱いでは通関申

告等を含めた輸出入関連手続の完了時点、また国際間の貨物輸送では船舶又は航空機への貨物の積載以降輸
送を実施した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

当社又は連結子会社が代理人として役務の提供に関与している場合には、純額で収益を認識しておりま
す。また、収益は顧客との契約において約束された対価から、顧客に支払われる対価を控除した金額で測定
しております。
なお、履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年以内に受領してお

り、重大な金融要素は含んでおりません。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項
重要な外貨建の資産又は負債の本邦通
貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在
外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非
支配株主持分に含めております。

ヘッジ会計の処理 時価評価されているヘッジ手段に係る損益または評価差額を、
ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで資産または負債として
繰り延べる方法によっております。

退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年

度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準に
よっております。

数理計算上の差異の費用処理方法 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により按分した額を、それぞれ発生した連結会計年度
から費用処理しております。

のれんの償却方法及び償却期間 のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積
り、当該期間にわたり均等償却しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
（有形固定資産及び無形固定資産の減損）
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 22,419,361千円
無形固定資産 2,593,810
減損損失 41,722

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、原則として、継続的に収支の管理を行っている管理会計上の区分（会社別、営業所別）

を単位として資産のグルーピングを行っております。収益性の低下などにより減損の兆候が認められた場合
は、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合に帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、その減少額を減損損失として計上しております。
当連結会計年度においては、上記固定資産のうち、当社の複数の営業所において減損の兆候があると判断

いたしました。減損の認識の判定において、当社の複数の営業所について、事業計画に基づく将来キャッシ
ュ・フローにより回収可能価額を見積もった結果、当社の営業所１ヶ所（愛知県豊田市）につき回収可能価
額が帳簿価額を下回ったため、当該営業所に係る減損損失を計上しております。
減損損失の認識の判定及び測定を行う場合に用いる回収可能価額は、将来キャッシュ・フローや割引率等

の仮定に基づき見積りを行いますが、これらの仮定は将来の不確実な経済状況により影響を受ける可能性が
あります。

３．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産

建物及び構築物 4,211,405千円
土地 5,362,070
計 9,573,476千円

上記の物件は、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）7,335,674千円の担保に供しておりま
す。

（２）有形固定資産の減価償却累計額 25,165,997千円

（３）受取手形、営業未収入金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、以下のと
おりであります。
受取手形 88,625千円
営業未収入金 3,563,390
契約資産 95,493

（４）流動負債その他のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。
契約負債 44,324千円
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４．連結損益計算書に関する注記
（１）減損損失に関する注記

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。
場所 用途 種類

愛知県豊田市 営業所 借地権
当社グループは、原則として、継続的に収支の管理を行っている管理会計上の区分（会社別、営業所別）を

単位として資産のグルーピングを行っております。
当社の愛知県豊田市にある営業所については、収益性が低下し、当該資産グループの固定資産簿価を回収で

きる可能性が低いと判断し、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
として特別損失に計上いたしました。なお、回収可能価額は、正味売却価額および使用価値により測定し、正
味売却価額は不動産鑑定評価に基づく金額により算定しております。
減損損失の内訳は次のとおりであります。
借地権 41,722千円
計 41,722千円

（２）顧客との契約から生じる収益
営業収益については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧

客との契約から生じる収益の金額は、「８．収益認識に関する注記（１）収益の分解情報」に記載しておりま
す。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 8,258 − − 8,258

（２）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

2024年６月25日開催の第167回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 101,478千円
・１株当たり配当額 13円
・基準日 2024年 3 月31日
・効力発生日 2024年 6 月26日
（注）配当金の総額には、株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金

2,072千円が含まれております。

2024年11月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 109,284千円
・１株当たり配当額 14円
・基準日 2024年 9 月30日
・効力発生日 2024年12月６日
（注）配当金の総額には、株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金

2,231千円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2025年６月25日開催予定の第168回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 109,284千円
・１株当たり配当額 14円
・基準日 2025年 3 月31日
・効力発生日 2025年 6 月26日
（注）配当金の総額には、株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金

2,231千円が含まれております。
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６．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については決済資金の確保を最優先とし、手許流動性を確保した上で、資金運用
規程に則り、一時的余資がある場合は、短期的な預貯金及び元本確保が確実と見込める安全性のある短期の金
融商品に限定して実施しております。
受取手形、営業未収入金及び契約資産、長期貸付金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従いリスク

の低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の
把握を行っております。
借入金の用途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。借入金利は固定金利及

び変動金利を適用しておりますが、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を行ってお
ります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりです。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額266,669千円）は、「投資有価証
券」には含めておりません。また、「現金及び預金」、「受取手形、営業未収入金及び契約資産」、「支払手形及
び営業未払金」、「短期借入金」及び「未払法人税等」については短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほ
ぼ等しいことから、記載を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（※） 時価（※） 差額

①投資有価証券 1,371,538 1,371,538 −
②差入保証金 799,585 614,919 （184,666）
③長期借入金 （8,122,394） （7,974,752） 147,641
④デリバティブ取引 134,373 134,373 −
（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価 ： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価 ： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価 ： 重要な観察ができないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 （単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 1,371,538 − − 1,371,538

デリバティブ取引
金利スワップ − 134,373 − 134,373

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 （単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 − 614,919 − 614,919
長期借入金 − （7,974,752） − （7,974,752）
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場有価証券は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。
デリバティブ取引
店頭取引のデリバティブについては取引金融機関より提示された時価によっておりますが、当該価格は、金

利、外国為替相場等のインプットを用いた将来キャッシュ・フローの割引現在価値により算定されており、レ
ベル２の時価に分類しております。
差入保証金
将来キャッシュ・フローを、国債の利回りで割り引いた現在価値等により算定しており、レベル２の時価に

分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価については、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の将来キャッシュ・フローを市場

金利に当社のスプレッドを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類し
ております。なお、1年以内に返済予定の長期借入金を含めた金額を記載しております。
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７．賃貸等不動産に関する注記
（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、兵庫県その他の地域において、賃貸用の施設（土地を含む。）を有しております。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価
2,137,158 2,737,239

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定評価に基づく金額、固定資産税評価額、路線価等の

指標に基づき算出した金額を用いております。

８．収益認識に関する注記
（１）収益の分解情報

（単位：千円）
報告セグメント その他

（注） 合計
国内物流 国際物流 計

営業収益
倉庫保管料 5,987,363 291,241 6,278,605 − 6,278,605
倉庫荷役料 2,515,800 67,881 2,583,681 − 2,583,681
港運及び関連収入 1,539,202 690,648 2,229,850 − 2,229,850
運送収入 8,476,753 3,425,569 11,902,322 − 11,902,322
その他 2,187,135 − 2,187,135 148,868 2,336,003
顧客との契約から
生じる営業収益 20,706,255 4,475,340 25,181,596 148,868 25,330,464

その他の収益 2,380 − 2,380 209,895 212,276
外部顧客への営業収益 20,708,636 4,475,340 25,183,977 358,763 25,542,740

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電による売電事業、
不動産の賃貸事業及び物流資材の販売事業等を含んでおります。

（２）収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「１．連結計算書類作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記 （４）会計方針に関する事項 ④重要な収益及び費用の計上基準」に
記載のとおりであります。
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（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約残高

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下のとおりであります。
（単位：千円）

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 3,805,605
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,652,016
契約資産（期首残高） 87,253
契約資産（期末残高） 95,493
契約負債（期首残高） 30,930
契約負債（期末残高） 44,324
連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「受取手形、営業未収入金及び

契約資産」に含まれており、契約負債は、流動負債「その他」に含まれております。また、期首時点の契約
負債30,930千円は当連結会計年度の収益として計上されています。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社においては、当初に予想される契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務

上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる
対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９．1株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 2,786円73銭
（２）１株当たり当期純利益 97円62銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算
定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。当該自己株式数は、当連結会計年
度末において159千株であります。
また、株主資本において自己株式として計上されている信託が保有する当社株式は、１株当たり当期純
利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。当該自己株式の期
中平均株式数は、当連結会計年度において159千株であります。
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10．重要な後発事象に関する注記
（株式取得による企業結合）
当社は、2025年４月15日開催の取締役会において、ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」という。）

に拠点を持つTOAN PHAT LOGISTICS JOINT STOCK COMPANY（以下、「TPL社」という。）を子会社化
することを目的とした株式譲渡契約を締結することを決議いたしました。

（１）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 TOAN PHAT LOGISTICS JOINT STOCK COMPANY
事業の内容 冷凍倉庫業

②企業結合を行った主な理由
当社グループは、国内においては倉庫事業・運送事業・通関事業・港湾運送事業・フォワーディング事業、海

外においてはフォワーディング事業、倉庫事業を主力サービスとしており、生産と消費を効率よく結びつける一
貫した総合物流サービスを提供しております。
ベトナムは、過去数十年にわたり人口増加を続けており、2023年の総人口は1.3億人を突破しました。また、

ベトナムの2023年実質GDP成長率は5.05％であり、安定的に経済成長を続けているベトナムにおいては、今
後も人口増加及び経済成長が中長期に渡り見込まれます。
この度の株式取得により当社の子会社となるTPL社は、ベトナム経済の中心地であるホーチミン市と、同社が

主に扱う農水産物の産地であるベトナム南西部の地域（以下、「メコンデルタ」という。）との中間にある工業団
地に位置し、メコンデルタで取れた産品等の貯蔵施設としての重要な役割を担っております。
TPL社の子会社化により当社は、ベトナムでの倉庫事業への参入を足掛かりに、同国での国際物流事業の拡大

にも注力し、当社グループの事業拡大を目指してまいります。
③企業結合日（株式取得日）
2025年７月予定

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤結合後企業の名称
未定

⑥取得する議決権比率
51％

11．追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、取締役（監査等委員である取締役、社外取締役を除く。）及び執行役員に対する株式報酬制度「株式
給付信託（BBT）」を導入しております（以下、「本信託」という。）。
本信託が所有する当社株式は、連結貸借対照表の純資産の部において自己株式として表示しており、当該自

己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末において156,482千円、159千株であります。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

（３）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く） 定額法
無形固定資産（リース資産を除く） 自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。
その他の無形固定資産
定額法

リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を

採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

（４）引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上し
ております。
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退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末
までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっ
ております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額
法により、それぞれ発生した事業年度から費用処理しておりま
す。

役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく当社取締役（監査等委員である取締
役、社外取締役を除く。）及び執行役員への当社株式の交付に
備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基
づき計上しております。

（５）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する、主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
「国内物流事業」は、倉庫業を中心とした貨物の保管・荷役業務、港湾運送業務及び貨物運送取扱業務を国
内において行っております。
「国際物流事業」は、国際複合一貫輸送業務（NVOCC）を中心とした海外輸送業務、海外との輸出入貨物
取扱業務を行っております。

（貨物の保管・荷役業務）
主な履行義務は寄託を受けた貨物の倉庫における保管及び入出庫荷役を行うことであり、保管では寄託貨物

の保管又は保管区画の供与開始以降一定の保管期日到来時点、入出庫荷役では個々の荷役作業完了時点で履行
義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
（港湾運送業務）
主な履行義務は港湾において沿岸荷役・船内荷役等を行うことであり、荷役作業完了時点で履行義務が充足

されると判断し、収益を認識しております。
（貨物運送取扱業務）
主な履行義務は貨物自動車等による運送、利用運送を行うことであり、貨物の出荷又は引取以降運送を実施

した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
（国際運送取扱事業）
主な履行義務は海運貨物取扱いを含む国際間の物品運送を取扱うことであり、海運貨物取扱いでは通関申告

等を含めた輸出入関連手続の完了時点、また国際間の貨物輸送では船舶又は航空機への貨物の積載以降輸送を
実施した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

2025年05月19日 16時42分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



17

当社が代理人として役務の提供に関与している場合には、純額で収益を認識しております。また、収益は顧
客との契約において約束された対価から、顧客に支払われる対価を控除した金額で測定しております。
なお、履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年以内に受領してお

り、重大な金融要素は含んでおりません。

（６）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異な
っております。

ヘッジ会計の処理 時価評価されているヘッジ手段に係る損益または評価差額を、
ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで資産または負債として
繰り延べる方法によっております。

２．会計上の見積りに関する注記
（有形固定資産及び無形固定資産の減損）
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 17,442,295千円
無形固定資産 2,578,002
減損損失 41,722

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、原則として、継続的に収支の管理を行っている管理会計上の区分（営業所別）を単位として資産

のグルーピングを行っております。収益性の低下などにより減損の兆候が認められた場合は、資産グループ
から得られる割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合に帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、その減少額を減損損失として計上しております。
当事業年度においては、上記固定資産のうち、複数の営業所において減損の兆候があると判断いたしまし

たが、事業計画に基づく将来キャッシュ・フローにより回収可能価額を見積もった結果、愛知県豊田市の営
業所につき回収可能価額が帳簿価額を下回ったため、当該営業所に係る減損損失を計上しております。
減損損失の認識の判定及び測定を行う場合に用いる回収可能価額は、将来キャッシュ・フローや割引率等

の仮定に基づき見積りを行いますが、これらの仮定は将来の不確実な経済状況により影響を受ける可能性が
あります。

2025年05月19日 16時42分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



18

（関係会社株式の評価）
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 3,189,392千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社の保有する関係会社株式は市場価格のない株式であり、実質価額として用いた純資産価額が取得価額

に比して著しく低下した場合には、回復可能性の判定を行い減損の要否を決定しております。
回復可能性の判定は事業計画等の見積りによって行いますが、当該見積りは将来の不確実な経済状況によ

り影響を受ける可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産

建物 4,211,405千円
土地 5,362,070
計 9,573,476千円

上記の物件は、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）7,335,674千円の担保に供しておりま
す。

（２）有形固定資産の減価償却累計額 23,476,878千円

（３）関係会社に対する金銭債権及び債務
短期金銭債権 37,180千円
短期金銭債務 325,894千円

（４）保証債務
下記会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。
THAI KAWANISHI LIMITED 8,800千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
営業費用 3,216,337千円
営業収益 334,946千円

営業取引以外の取引高
受取配当金 254,170千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首株式数
(千株)

当事業年度増加株式数
(千株)

当事業年度減少株式数
(千株)

当事業年度末株式数
(千株)

普通株式 611 − − 611
合計 611 − − 611

（注）当事業年度末の自己株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する株式159千株を含めております。

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 72,226千円
未払役員退職慰労金 941
退職給付引当金 229,033
役員株式給付引当金 42,337
未払事業税等 30,292
資産除去債務 144,183
固定資産償却限度超過額(減損損失含む） 120,317
投資有価証券等評価損 54,395
貸倒引当金 2,574
その他 39,993
繰延税金資産小計 736,296千円

評価性引当額 △82,695
繰延税金資産合計 653,601千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △405,154千円
資産除去債務に対応する除去費用 △130,297
その他有価証券評価差額金 △294,143
その他 △42,287
繰延税金負債合計 △871,883千円

繰延税金負債の純額 △218,281千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
重要性がないため、記載しておりません。

８．収益認識に関する注記
「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（５）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

９．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 2,642円06銭
（２）１株当たり当期純利益 118円11銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算
定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。当該自己株式数は、当事業年度末
において159千株であります。
また、株主資本において自己株式として計上されている信託が保有する当社株式は、１株当たり当期純
利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。当該自己株式の期
中平均株式数は、当事業年度において159千株であります。

10．重要な後発事象に関する注記
（株式取得による企業結合）
連結注記表に記載しているため、注記を省略しております。

11．追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、取締役（監査等委員である取締役、社外取締役を除く。）及び執行役員に対する株式報酬制度「株式
給付信託（BBT）」を導入しております（以下、「本信託」という。）。
本信託が所有する当社株式は、貸借対照表の純資産の部において自己株式として表示しており、当該自己株

式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末において156,482千円、159千株であります。
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